











対象は東京都内私立中学高等学校（248校）とし、2016年 6 月13日に質問用紙を発送し、7 月29日
を締め切りとした。その後 7 月15日に督促ハガキの送付も行った。
8 月 8 日までに回答のあった学校は26校であった。9 月に東京私学教育研究所の研究会の席でも追
加的に実施し、そこでの 8 校を加えて最終的に33校（13.3％）から回答を得た。






















初任研修 27 指定24、希望 3
5 年目研修  2 指定 2
10年目研修  3 指定 3
15年目研修  2 指定 1、他 1
20年目研修  1 希望 1
25年目研修  1 希望 1
30年目研修  1 希望 1
担任研修  3 指定 1、希望 2
生活指導研修  5 指定 3、希望 2
進学指導研修  7 指定 3、希望 2 他
管理職研修  5 指定 3、希望 2


























































































に行っていく教員。1 人 1 人の個性、場合によっては障がいに丁寧に向き合い対応できる教員。
他の教員と協調できる、社会常識を身に付けている教員。
・①高い研究意欲を持ち、生徒のために工夫する人　②授業がわかりやすい　③ユーモアのセンス
がある　④どの生徒にも公平である　⑤生徒の話を真剣に聞くことができる　⑥厳しくすべきと
きに厳しくできること　⑦チームワークに配慮し、他者のアイディアや貢献を尊重し、学校全体
の方針に従う人　⑧生徒、保護者から信頼されていること。
・人間が人間を教育しているということを忘れない教員。自由で柔軟な発想力を持ち、教育に対し
て真摯に取り組む教員。授業研究をたゆまずに継続し、自己変革し続ける教員。
・学校の代表である校長の代わりに授業を行い、生徒指導をしているという事を自覚しながらも、
自ら考え正しく行動する事の出来る教員。
以上のように、学校の建学の精神や教育方針を理解し、全人格的に生徒と関わり、学習指導・生活
指導（そして部活指導）の可能な教員が求められていることが、確認できる。
第二は「貴校独自の研修会・研修への取り組みがあればお書きください」である。この項目に何ら
かの回答があったのは22校であり、内容的には以下のようなものであった。
・ICT教育に向けたタブレットの活用法、学習支援ソフトの使用法などについて、不定期の研修。
・アクティブラーニング、学び合い、協同学習に関わる研修と講師を招いての全教員向け研修。
・サイエンスという科目があり、サイエンス科に所属する教員が週 1 回、教科内研修を実施。
・8 月末に全教職員が参加する研修会あり（研修委員は選挙により選出）。
・年 1 回の公開研究発表と教員研究集録の発行。
このように、学校独自の研修としては、現在の諸課題についての研修と、定期的に全校で実施され
る研修などがあることが分かる。
第三は「私学の教員研修の課題と思われることなどがありましたらご自由にお書きください」であ
る。主な回答は以下のようなものである。
・十分な研修時間がとれていないのが現状です。研修内容に関しては、授業の改善に役立てられる
ような研修には前向きですが（技術的なノウハウの習得）、生徒対応などの対人関係を学ぶ研修
にはあまり反応してくれません。経験の浅い教員が生徒対応、保護者対応を学ぶことのできる研
修の機会が多くあると参加する機会が増えると思います。
・①予算の確保　②時間の確保（実施日の確保に苦労する）　③研修実施後の全体へのフィード
バックがなかなか難しい。
・研修が義務化されておらず、個人に任されている。教科の枠を越えた道徳・特活・生徒指導・進
路指導等の研修に全校をあげて取り組む難しさがある。
このように、予算と時間の確保、研修内容の設定、参加への動機付けなどが研修会をめぐる主な課
題であると言える。
3　私学の教員研修の課題
限られたサンプルではあるが、本アンケートから私学の教員研修についての実態と課題の一端が明
らかになった。
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実態としては第一に、全体として研修体制の構築が十分ではない。年次、教科、分掌に応じた研修
の必要性は自覚されていても、時間や予算の制約のため実現が難しい。第二に、外部機関の活用は広
く行われているが、私学団体よりも、予備校などの研修に参加する傾向にある。現場で直ちに役立つ
研修が提供されているためであろう。第三に、企業との提携はあまり進んでいないことも明らかに
なった。
今後の方向としては、従来の校外研修の企画において、より教職員の声を反映させるとともに、校
内研修のプログラムを私学協会などの私学関係団体レベルで策定することが考えられる。今回の調査
でも、研修体系の整備が学校毎の努力だけでは難しいことが明らかになった。学校の意見を踏まえ、
地域の状況に応じた研修モデルの作成が有効である。同時にこれから設置される「教員育成協議会」
に私学がどのようなスタンスを取るかという問題もある。大学と教育委員会の連携による「養成・採
用・研修」の一体化の中で、私学が教員養成においてどのような立場を取るべきかの議論が必要であ
る。

